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令和６年11月

建設局

【別冊】街路事業について

（街路事業の概要と再評価対象路線の関連計画）

【資料5-1】
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◆ 街路事業について

街路事業 ： 都市計画に基づき、

都市計画道路の整備 を行ったり、

道路と鉄道の立体交差（高架化・地下化） を行う事業

都市計画法に基づいて交通施設として定められた道路

都市計画法 ： 都市の健全な発展を計画的に誘導し、秩序ある市街地を形成し、

人々の健康で文化的な都市生活及び機能的な都市活動を確保する

ための方法を規定した法律

■ 都市計画道路



街路事業において事業中の都市計画道路

整備済 都市計画道路（幹線道路）

未着手 都市計画道路（幹線道路）
未着手 都市計画道路（幹線道路）

事業中都市計画道路（幹線道路）
（うち土地区画整理事業や市街地再開発事業、国直轄事業等において整備される路線）

特に優先的な取組が必要な密集住宅市街地

＜凡例＞

都市計画道路 （R6.3末 現在）

計画延長  514 km （190路線）

整備済延長 約 413 km

進捗率 約  80 ％

◆ 都市計画道路について（１）

■ 整備状況

路線数
（本）

計画延長
（km）

整備済延長
（km）

整備率
（％）

幹線街路 １２４ ４３８ ３５４ ８１

区画街路 ４９ ４０ ３１ ７６

歩行者専用道 １７ ３５ ２８ ８０

合    計 １９０ ５１４ ４１３ ８０
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都市計画道路は、まちの骨格を形成する重要な都市基盤の一つであることから、長期的な視点をもって整備を
進めるべきものとして、都市計画法に基づき定められた道路です。大阪市では、令和６年３月末現在において、
190路線514キロメートル（自動車専用道を除く）の都市計画道路が計画決定されています。



○ 都市計画道路は将来のまちのあるべき姿を支える重要な都市基盤の一つであることから、
 大阪市では、時々の時代の要請に応え、戦略的な整備を進めてきた。

○ 平成25年度にこの事業未着手の都市計画道路（幹線街路）について、都市計画の見直しを行った。

 見直しにあたり、未着手の都市計画道路について、今後概ね30年での着手をめざすこととした。

50年以

上79%

50年未

満21%

※同一路線で存続と見直しを含む場合もあるため、路線数の合計は一致しない。
(数字は概数で、事業費については国直轄事業を除く)

見直し後の未整備（事業中・未着手）の
都市計画道路（幹線街路）

整備済

329km

事業中

36km

未着手

85km

＜整備状況＞ ＜都市計画決定後の年数＞

さらに
長期化・
完成までに
70年以上

50年以上
79%

50年未満
21%

見直し前の状況 見直し前後の延長・残事業費

■ 長期未着手の都市計画道路（幹線街路）の見直し（平成25年4月告示）

見直し前

• 見直し前の時点で総延長約450kmの幹線街路を都市 計画
決定しており、既に約329km（約7割)の整備を完了、約
36km（約1割）が事業中、残る約85kmが事業未着手の路線
となっていた。

• 未着手路線の約8割は都市計画決定後50年以上経過してお
り、これに伴う建築制限が長期化していた。

• 見直し後

• 未着手路線を対象に、人口減小・高齢社会の到来など、社
会・経済状況の変化をふまえ、検証のうえ、見直しを行った。

• 計画を存続することとしたものは約51km（計画を廃止等したも
のは約34km）。

• これらについて、当時の決算額の状況から、概ね30年での事
業着手をめざすこととした。
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◆ 都市計画道路について（２）

329 km
36 km

1,100億円

存続 43※ 路線

51 km

5,700億円

見直し 24※ 路線

34 km

4,100億円

整備済 事業中 事業未着手 55※ 路線 85km 9,800億円
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◆ 事業の流れ

• 本事業の財源は、国費（交付金）が50%、市費が50%（市費の90%が地方債、残る10%が税等）で

構成される。

• 急な買取請求に対応する必要がある場合は、全額を市費（不動産運用基金）で取得し、後年度

に通常の財源構成からなる事業費で再取得（繰り戻し）を行う。

都
市
計
画
決
定

事
業
認
可

【
事
業
着
手
】

工

事

事
業
の
完
了

◆法第53条（建築の認可）

原則、３階以上の建物の建築
は認められない

◆法第65条（建築等の制限）

原則、新たな建物の建築、工作物設置
は認められない

用
地
取
得

法第19条 法第59条

◆ 財源等

◆ 都市計画道路について（３）
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路線名
（１）地域防災計画 （２）

無電柱化に
関する計画避難路 緊急交通路

① 新庄長柄線（菅原） ○ ○ ○

② 東野田河堀口線（上本町） ○ ○

③ 西野田中津線（大淀北） ○

※ ③ 西野田中津線（大淀北）は、上表のほか、淀川左岸線（２期）の大淀入路・出路と接続する

アクセス路でありネットワークを形成する上で重要な路線である。

［関連計画］
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◆ 避難路

① 新庄長柄線
（菅原）

◆ 広域緊急交通路

① 新庄長柄線
（菅原）

② 東野田河堀口線
（上本町）

（１）大阪市地域防災計画 令和５年４月
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◆整備目標－都市防災性の向上

緊急交通路のうち重点14 路線を対象に、広域

ネットワークの形成及び災害時の多重性の観点から、

整備効果の高い道路の無電柱化を優先的に進めると

ともに、その他の都市計画事業に合わせて無電柱化

に取り組む。

平成28年12月16日に施行された「無電柱化の推

進に関する法律」に基づき、平成31年3月に「大

阪市無電柱化推進計画」を策定し、「都市防災機

能の向上」、「都市魅力の向上」、「歩行者空間

の安全・快適性の向上」という基本的な方針のも

と、無電柱化を推進している。
① 新庄長柄線
（菅原）

② 東野田河堀口線
（上本町）

（２）－１ 大阪市無電柱化推進計画 平成31年3月策定

大阪市の都市計画道路整備及び土地区画整理にあわせた無電柱化路線（事業中）
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◆大阪市無電柱化整備計画とは

平成28年12月16日に施行された

「無電柱化の推進に関する法律」に

基づき、平成31年3月に「大阪市無

電柱化推進計画」を策定し、「都市

防災機能の向上」、「都市魅力の向

上」、「歩行者空間の安全・快適性

の向上」という基本的な方針のもと、

無電柱化を推進している。

この基本的な方針に基づき、令和

10年度までに無電柱化を完了する整

備路線を選定し、「大阪市無電柱化

整備計画」としてとりまとめた。

① 新庄長柄線
（菅原）

③ 西野田中津線
（大淀北）

（２）－２ 大阪市無電柱化整備計画 令和2年3月策定
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